消費税増税反対の宣伝テープ原稿　（２０１２春）

　　　消費税廃止各界連絡会
●こちらは消費税廃止各界連絡会です。
野田民主党内閣は、「社会保障のためには消費税の増税が必要だ」といって、消費税の大増税を一機に推し進めようとしています。ところが、社会保障のためだといいながら、医療・年金など、あらゆる分野で改悪の計画ばかりです。国民には負担増ばかりの「社会保障の切り捨てと消費税増税の一体改革」はやめさせましょう。

●こちらは消費税廃止各界連絡会です。
野田民主党内閣は、すでに来年度から年金支給額の大幅な減額や、介護保険料・健康保険料などの値上げをおこなう計画です。そして、来年度以降には、医療費の窓口負担の上乗せや年金支給開始年齢の引き上げなどを次々に実施に移す予定です。社会保障を大幅に切り捨てながら、消費税を増税する「一体改革」に反対しましょう。

●こちらは消費税廃止各界連絡会です。
消費税率が10％になれば、４人家族で年間16万円の負担増です。消費税はそもそも、所得の低い人ほど負担が重い、もっとも不公平な「暮らし破壊税」です。大震災の被災者の生活再建に大きな負担を強いる、弱いものいじめの税金です。消費税の増税をやめさせましょう。

●こちらは消費税廃止各界連絡会です。
野田民主党内閣は、震災復興財源を口実に、庶民には８兆円を超える増税を押し付けました。一方、国民全体で負担を分かち合うといいながら、大企業だけには、実質20兆円を超える減税を決めました。２５７兆円を超える内部留保を溜め込み、その使い道に困っている大企業には減税し、生活苦にあえぐ国民には復興増税を押し付け、さらに消費税増税の大網をかぶせようとしています。大企業は法人税を負担し、社会的責任を果たせと求めていきましょう。

· こちらは消費税廃止各界連絡会です。
長引く不況のなかで、地元企業の倒産・廃業が続出するなど大きな困難に直面しています。今、消費税を10％にすれば、ますます不況はひどくなり、地域経済は疲弊してしまいます。増税を行なって景気を回復した国は、世界のどこにもありません。中小企業が元気になってこそ、まちの経済も活性化します。地域経済を守り、発展させるためにも消費税の増税はやめさせましょう。
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